
はじめに
　我が国では高齢化の進行に伴う経済への影
響に，関心が集まっている。中でも『国民経
済計算』（ ，以下
）家計貯蓄率は，高齢化によって低下す

ることが知られている。近年我が国では高齢
化の進行と共に家計貯蓄率は急激に低下して
きており，その動向次第で，我が国経済が多
大な影響を被る恐れがある。
　今後とも我が国の高齢化は，より一層進行
すると考えられ，高齢者の総人口に対する比
率が増えるにしたがって，長期的に家計貯蓄

率はさらに一層低下すると見込まれている。
家計貯蓄率の低下の程度次第では，政府は長
期的に家計負担を和らげる政策を実施するこ
とが求められるであろう。したがって，これ
までの家計貯蓄率の低下原因を適切に分析す
ることが必要とされている。
　現行の『国民経済計算』は家計や民間非営
利団体などの制度部門別の所得支出勘定を毎
年公表している。これでは家計部門は全体で
つの系列が推計されるに過ぎず，どの世帯
属性が原因で家計貯蓄率が低下したのかにつ
いて，分析を行うことができない。その結果，
一国全体から高齢化の進行と家計貯蓄率の低
下を適切に関連付けて分析するには限界があ
る。したがって，家計貯蓄率の低下を厳密に
分析するためには，浜田（ ）などのよう
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に分布統計を試算するか，世帯属性別のデー
タを有する基礎統計上で分析するなどの工夫
が必要である ）。
　櫻本（ ）・同（ ）では，高齢化の
進行と家計貯蓄率の低下を適切に分析できる
枠組みを構築することを目的に，高齢化とそ
れ以外の要因による家計貯蓄率の低下をそれ
ぞれ適切に測定する手法を検討している。同
研究では家計貯蓄率について近似的に推計し
た結果，近似値と推計値との間に若干の乖離
が出ているものの，低下傾向は一致させるこ
とができた。本稿はその近似的な推計系列を
世帯主職業別［勤労者世帯，勤労者以外の世
帯（無職世帯を含まない），単身世帯］に要
因分解することで，高齢化による影響 ）とそ
れ以外の影響とを分離して，高齢化の影響と
家計貯蓄率の低下原因を考察する。

１．家計貯蓄率低下を考察する方法
1－1　家計貯蓄率と近似推計値の動向
　付図 では『国民経済計算』における系列
と櫻本（ ）・同（ ）における近似家
計貯蓄率（以降 に対する近似概念は「近
似」表現を付けている）を示している。『国
民経済計算』では 年までしか基準改定
値（以下「改定値」と略称）が公表されてい
ない関係で， 年までは平成 年時点の旧
係数（平成 年基準）を利用している。
　体系基準年が平成 年から平成 年へと改
定されたのを受けて，直近の家計貯蓄率の改
定値は下方修正されることになった。その結
果，直近の家計貯蓄率は一層の低下傾向を示
していることが明らかとなった。帰属家賃は
推計方法が変更されて営業余剰（持ち家）と
ともに，旧係数と比べて大幅に下方修正され
ているのをはじめ，家計部門を取り巻く状況
が大きく異なっている ）。また雇用者報酬は
直近の系列で 兆円程度下方修正されており，
その結果 年の家計貯蓄率はわずか ％
に過ぎないことが明らかとなった。

　近年の家計貯蓄率の低下をめぐって，多く
の研究から指摘が出ている。例えば櫖（ ）
は家計貯蓄率の低下原因について，数多くの
要因から複合的に起きていることを説明して
いる。特に高齢化の進行（貯蓄率に対してマ
イナス，以下略表記），高齢者世帯における
社会保障給付の減少（－）と社会保険負担の増
大（－），郵貯定額貯金の大量満期問題（－），
失業率の上昇（－）などに関して，それぞれ家
計貯蓄率を大きく低下させる要因として詳細
な分析が行われている。ホリオカ（ ）は
人口の高齢化（－）の他に，物価デフレ（－），
資産価格の下落（＋），将来に対する不安（＋），
自営業者の業績低迷（－）といった要因を挙げ
ている。
　このように，研究者によって家計貯蓄率に
影響を与える様々な要因が指摘されているも
のの，郵便貯金の集中満期問題などの特殊な
要件を除いて，概ね世帯収入の減少，高齢化
の進行，社会保障改革の影響といった要因に
まとめるのが適切であろう。
　家計貯蓄率の低下原因について，以上で取
り上げてきたどの要因も家計貯蓄率に対して
影響を与えることは疑いない事実である。し
かし，特に問題とされるのは，こうした要因
による家計貯蓄率低下の程度が研究者によっ
て様々に捉えられている点である。特に高齢
化による家計貯蓄率の低下幅が重要な焦点と
なっている。ホリオカ（ ）などに見られ
るように一部の経済学者は，高齢化の影響を
大きいと考える傾向がある ）。
　一方，研究者の中には，高齢化の影響だけ
では家計貯蓄率の低下は説明できないとの主
張もある。櫖（ ）はその代表的な例であり，
「最近の貯蓄率の低下は，高齢化だけではな
く様々な要因が重なり合った結果もたらされ
たものである」）としている。筆者もこの立
場をとっており，高齢化の影響がどの程度な
のかが，議論の焦点となっている ）。
　高齢化による家計貯蓄率の低下幅を論じる



家計貯蓄率低下原因の解明櫻本　健

際に，近年までに行われる一般的手法は，最
小二乗法などの回帰分析である。
　例えば，石川・矢嶋（ ）は先進各国間
のパネル回帰を行っている。それによると，
家計部門の調整貯蓄率において 年から
年までに低下した ％のうち ％が老年

従属人口指数，すなわち高齢化によるもので
あることを示している。
　家計貯蓄率に対する回帰分析の一つの欠点
は，時期やモデルの変数を変えると結果が安
定しにくく，実証結果の客観性を確保するこ
とが難しい点である。
　例えば，石川・矢嶋（ ））や村本（ ）
は，回帰分析の結果をサーベイしているが，
それぞれの研究者が行う実証分析の結果は，
大きく食い違っている。これでは家計貯蓄率
の低下が急激か，緩やかかという段階に応じ
て，社会に与える様々な影響とそれに対応す
る政策的な対応は全く異なってくるであろう。
　これに対して要因分解法を用いるならば，
高い精度で客観的な結果を導くことが可能で
あり，家計貯蓄率の低下幅を厳密に評価する
ことが可能である。ここから高齢化の家計貯
蓄率に対する影響を考慮した分析方法を説明
し，本稿 章において，実際に高齢化の家計
貯蓄率に対する影響を試算することにする。

1－2　低下原因を解明する推計方法
　高齢化の家計貯蓄率への影響を適切に測定
する方法は，計量的手法を除くと二種類存在
する。第一の方法は 分布統計を時系列
で試算し，年齢階級別データ上で要因分解す
ることで人口動態的要因とそれ以外の要因と
に分ける手法である ）。この方法はそもそも
内閣府でも 分布統計の年次系列を試算
できていないことから，利用することはでき
ない。
　第二の方法は，『家計調査』の黒字率から

家計貯蓄率に近似した推計値を導出し，
それを利用して世帯主職業別に要因分解する

方法である。高齢化の影響は高齢無職世帯の
動向を通じて把握されるため，高齢者就業率
が上昇した場合には，推計精度を保つことが
難しくなる。
　この方法は，櫻本（ ）・同（ ）に
おいて詳説しているように，『国民経済計算』
の個別推計値の一部をそのまま取り入れてい
るため，そのデータが改定されるタイミング
を待って年次で試算する必要がある。その長
所は，所得・消費・非消費支出など，すべて
の『家計調査』の項目に関して詳細に寄与度
を求めることが可能な点である。しかし，こ
の方法も推計負担が多いことが課題である。
　この第一の方法と第二の方法をそれぞれ説
明の都合上，① 分布統計法と②家計調
査近似推計法と呼ぶならば，櫻本（ ）・
同（ ）を利用して，②を利用する以外に
現行では高齢化の家計貯蓄率への影響を厳密
に測定することは困難である ）。

1－3　世帯主職業別要因分解法
　ここで，『家計調査』黒字率と 家計貯
蓄率は以下のように定義する。

家計調査
黒字率 ＝ 可処分所得－消費支出 …（ ）可処分所得

家計
貯蓄率 ＝

貯蓄
…（ ）可処分所得 年金基金年金

準備金の変動

　通常『家計調査』黒字率は勤労者世帯と無
職世帯に限定して『家計調査年報』に掲載さ
れているが，本稿では櫻本（ ）・同（ ）
に基づいて勤労者以外の世帯（無職世帯を含
まない）と単身世帯も含んでいるため，総世
帯での扱いとなっている。
　次に，櫻本（ ）・同（ ）に基づい
て『家計調査』黒字率に調整を施し，
家計貯蓄率の概念に近づけると（ ）式を導
出できる。
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近似
家計貯蓄率

可処分所得 可処分
所得調整項 － 消費支出 － 最終消費

支出調整項

可処分所得 可処分
所得調整項

…（ ）
　ここで（ ）式を構成するそれぞれの概念
は集計値ではなく，世帯当たりの金額とする。

可処分所得調整項 ）は，『家計調査』か
ら導かれた可処分所得に概念調整を施すこと
で， に近似した可処分所得を導く項目
である。 最終消費支出調整項 ）も消費支
出に関して同様の役割を果たしている。
　家計貯蓄率の低下に関して要因分解分析を
行う際には，二つの方法がある。①家計貯蓄
率の伸び率を要因分解する方法 ）と家計貯蓄
率の伸び率ではなく，②家計貯蓄の伸び率に
対して要因分解を行う方法である。
　二つの方法のうち，本稿では②を採用し，
家計調査近似推計法の家計貯蓄の伸び率に対
して，要因分解を行うことにした。
　例えば，簡単化のために期間は － 期と
期の二期しかないとする。 の概念と近
似した概念が同じであることを仮定する。貯
蓄率の要因分解は次のように展開できる。

…（ ）
ただし， は 期の家計貯蓄率， は 期の
可処分所得， は 期の家計貯蓄， は － 期
から 期にかけての家計貯蓄の伸び率， は
－ 期から 期にかけての可処分所得の伸び率
とする。
　（ ）式で，家計貯蓄の伸び率による要因
分解と家計貯蓄率の伸び率による要因分解は

相対的比較において等しいと仮定する。その
理由として三つの点が挙げられる。
　第一に世帯属性に応じて可処分所得，消費
支出など短期的経済変動の寄与度や高齢化の
進行などによる長期的な構造変化の寄与度に
分解することが可能な部分は，家計貯蓄の伸
び率に該当する部分だけである。
　第二に，一般的に家計貯蓄の伸び率に対し
て可処分所得の伸び率は小さく，可処分所得
の伸び率を考慮したからといって結果に大き
な影響が無い。例えば， 年～ 年まで
後に取り上げる近似家計貯蓄は ％以上も
減少しているのに対し，近似可処分所得の減
少は ％弱に過ぎない。ここでの仮定は，
家計貯蓄率が大きく低下しているほど，より
説得力を持ちやすい ）。
　第三に，可処分所得の伸び率がいかなる値
であっても，家計貯蓄の内訳を相対比較する
ことには影響しない。
　以上の経緯を考慮して，本稿では家計貯蓄
の伸び率を要因分解することで，家計貯蓄率
の低下原因を分析することにした。まず，

可処分所得調整項と 最終消費支出
調整項を便宜上合わせて 調整項と呼ぶ。
実収入（現物収入を含む）を ，非消費支出
を ，消費支出（現物支出を含む）を ，

調整項を ， ベースの近似家計
貯蓄 ，当期を とするとき，近似家計貯蓄
の伸び率は次のようになる。

…（ ）
　世帯主の職業に関しては，『家計調査』の
区分より二人以上の世帯と単身世帯で年報が
分かれているため，それぞれで職業別の分類
がある。したがって総世帯は二人以上の世帯
と単身世帯のそれぞれの職業［勤労者世帯，
勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない），
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無職世帯］から構成されているが，単身世帯
のサンプルが非常に少ないのでそのまま分析
を行うことが困難である。そこで単身世帯だ
けは職業分類を統合して利用することにし
た ）。
　その結果，実収入 ，非消費支出 ，最
終消費支出 ， 調整項 のそれぞれ
に関して勤労者世帯，勤労者以外の世帯（無
職世帯を含まない），無職世帯，単身世帯の
種類から総世帯が構成されている。世帯主
番号 ～ をそれぞれ勤労者世帯，勤労者以
外の世帯（無職世帯を含まない），無職世帯，
単身世帯に割り振り，それぞれの世帯数分布
を ， ， ， とすると世帯主職業別に（ ）
式を展開して，（ ）式を導出できる。
　勤労者世帯，勤労者以外の世帯（無職世帯
を含まない），無職世帯，単身世帯のそれぞ
れが 行ずつ寄与度を構成しており，家計貯
蓄の変化率がそれぞれの世帯の動向から詳細
に把握できる ）。
　高齢化の影響を世帯主年齢階級でなく，世
帯主職業別で捉えているのは，『家計調査』
のデータに二つの制約があったことによる。
一つ目は世帯収入と非消費支出に関して調査
対象に勤労者以外の世帯（無職世帯を含まな
い）が入っていないことから，世帯主職業別
データを利用せざるを得なかった。
　二つ目の理由は『家計調査年報』には，世
帯主職業分類別・世帯主年齢階級別の収支結
果を記載したクロス集計表は存在せず，個票

を用いなければ利用できないという制約があ
るため，本稿では無職世帯の動向を通じて高
齢化の影響を測定するという近似的方法に頼
る以外に無かった。幸い『家計調査年報』に
おいて，無職世帯のほとんどは高齢無職世帯
である。平成 年『家計調査年報』によれば，
無職世帯に占める 歳以上の高齢者比率は
％であり， 歳～ 歳も対象に含めるな

らば， ％に達している。したがって，高
齢世帯を世帯主無職世帯で代用することが許
される。（ ）式において各行の最後の項が，
構造変化を捉えることを目的とした世帯数分
布変動の寄与度である。中でも無職世帯の世
帯数分布が，高齢化の家計貯蓄の伸び率に対
する影響の大きさを示している。

２．家計貯蓄率低下のマクロ的解明
2－1　全体から見た要因分解結果
　ここで 年以降のデータを更新し，設定
は櫻本（ ）・同（ ）と比較してほぼ
同じとして ），櫻本（ ）・同（ ）に
基づいて家計貯蓄率に対する近似推計値を求
めた。その結果，家計貯蓄率と近似推計値は
若干乖離していることが分かった ）。
　 章（ ）式に基づいて世帯主職業別に寄与
度を求めた。なお，その際に結果の解釈に注
意が必要である。 年まで単身世帯の調
査結果が本稿推計に入っていない。また，家
計貯蓄を押し上げる寄与度は正値を示し，逆
に家計貯蓄を引き下げる寄与度は負値を示す

…（ ）
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ものとする。
　付図 は（ ）式に基づいて寄与度を積み上
げた図である。 年代後半から急激に家計
貯蓄率は低下してきたが，その大部分は勤労
者世帯の動向に概ね凝縮されている。例えば

年から 年まで勤労者世帯の実収入
が大きく減少しているのに加えて，勤労者世
帯の世帯数分布が減少している影響も出てい
る ）。
　次に勤労者以外の世帯（無職世帯を含まな
い）に関しては，世帯収入を捕捉することに
厳しい制約があり，実収入を年間収入の ヶ
月あたりの金額を補正した上で代替してい
る ）。同世帯では，長期間実収入の減少と世
帯数分布の低下が進行している。
　図 は勤労者以外の世帯（無職世帯を含ま
ない）の年間収入と年間収入を年間収入修正
率で割引いた調整済年間収入，年間収入修正
率を比較したものである。勤労者以外の世帯
（無職世帯を含まない）の年間収入修正率は，
勤労者世帯の年間収入修正率 ）と同じ程度で
櫻本（ ）・同（ ）の収入拡大率と同
じ設定にしている。年間収入は， 年以
降減少しているが，年間収入修正率で調整す

ると 年以降減少していたことになる。
　家計貯蓄率は 年以降低下しているが，
その傾向は 年の段階において出ていたこ
とが分かる。 年まで実収入，非消費支出，
消費支出が増加していたが， 年からそれ
らは減少に転じている。しかし 年当初は
家計も実収入の減少に対して消費の節約を
行って十分な対応を行っており，それが家計
貯蓄の減少を食い止めることとなった。以後
も実収入，非消費支出，消費支出が減少する
傾向は続くが，所得の減少幅が非常に大きく，
家計がその状況に十分対応できていない影響
（いわゆるラチェット効果）が鮮明に出ている。
　 調整項に関しては内部の多くの項目
が互いに相殺しており，ほとんど重要な役割
を果たしていない。したがって家計貯蓄率を
家計調査黒字率で近似した場合，変化方向と
変化率においてはそれほど問題とならない可
能性が高い。
　付図 は全体的な状況を把握する際に有効
な方法であるが，寄与度の区分が多すぎてそ
れぞれの寄与度を概観することができない。
そのため，（ ）式のうち勤労者世帯など，
それぞれの世帯主職業別の寄与度について抜

図１　年間収入と年間収入修正率
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勤労者以外の世帯（略）・調整済年間収入：左軸
勤労者以外の世帯（略）・年間収入：左軸
収入拡大率：右軸
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き出して拡大し，詳しく検証することにした。

2－2　職業別に見た低下原因の検討
　通常『家計調査』を利用する多くの研究で
は，勤労者世帯を把握すれば，ある程度全体
を総括できるとの前提を置いて分析されるこ
とが多い。しかし，勤労者世帯以外の世帯を
実際に試算した付図 において，世帯数がほ
とんど無い勤労者以外の世帯（無職世帯を含
まない）の寄与度が大きく変動しており，そ
れぞれの状況を詳細に把握する必要がでてき
た。そこで世帯主職業別に実収入，非消費支
出，消費支出， 調整項の寄与度を統合
した付図 を作成して，世帯属性の影響力を
比較してみることにした。その結果，勤労者
世帯では比較的安定した寄与度を示している
が，それ以外の世帯では勤労者以外の世帯（無
職世帯を含まない）が，勤労者世帯に次いで
大きな役割を果たしていることが分かった ）。
一方，単身世帯は時々大きく変動するが，多
くの状況ではそれほど大きな役割を果たして
いないことが分かった。世帯数分布の寄与度
には高齢化の影響が含まれており，無職世帯
の寄与度と大体同じ程度の影響力を持ってい
る。
　次に（ ）式の ～ 行目に基づいて勤労者
世帯，勤労者以外の世帯（無職世帯を含まな
い），無職世帯，単身世帯など つの職業別
に寄与度を付図 ～ で見ていくことにする。
これは（ ）式のごく一部を見ているに過ぎ
ないから，すべての職業を積み上げた結果が
近似家計貯蓄の伸び率となることを意味して
いる。
　付図 より，勤労者世帯は 年まで家計
貯蓄及び家計貯蓄率を引き上げる方向に寄与
してきたが，近年は実収入の減少によって，
家計貯蓄率低下の一大要因となったことが分
かる。この勤労者世帯の特徴は，実収入の変
化に合わせて堅実に消費する傾向が強いこと
である。実収入の増減に合わせて消費支出が

非常に柔軟に変動し，両者が相殺される。そ
のため付図 のように結果として全体から見
て，世帯数が多い割に勤労者世帯全体として
の寄与度が小さくなる。すなわち，勤労者世
帯は家計貯蓄率から見て緩衝材に似た役割を
果たしている。
　付図 において，勤労者以外の世帯（無職
世帯を含まない）の実収入は年間収入修正率
に依存しているため，厳密にはどの程度寄与
しているか良く分からなかった。年間収入修
正率の設定を変えて，幾つかのケースによっ
て結果を評価することは可能であるが，そも
そも所得を十分に捕捉できない世帯属性に関
して適切な設定を問うことは難しい。そのた
め，勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）
の実収入など一部の寄与度に関してはあくま
で参考値として考えている。
　勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）
には，企業経営者や医師など非常に事業に成
功している富裕層と構造的不況業種である自
営業世帯が概念上一緒になっている。ただ，
実際には自営業世帯が調査対象の多くを占め
ているため ），年間収入修正率の動向如何に
かかわらず，勤労者以外の世帯（無職世帯を
含まない）では急激に収入が減少し，世帯数
分布が大きく減少している ）。特に 年
は勤労者世帯の経済環境が好転したにもかか
わらず，勤労者以外の世帯（無職世帯を含ま
ない）は極端に収入が減っていることが判明
しており，家計貯蓄率の上昇を大きく妨げる
結果となっている ）。勤労者世帯の実収入は
増加し始めているため，勤労者以外の世帯（無
職世帯を含まない）の経済環境が安定すれば，
家計貯蓄率は再び上昇する可能性が高い。
　付図 は（ ）式に基づいて無職世帯の動向
をまとめたものである。高齢無職世帯はこの
無職世帯に含まれることから，高齢化の影響
はここで第一次近似として観察できる。高齢
無職世帯が増加し，世帯数分布が増加する影
響が観測され続けており，家計貯蓄率を下げ
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る要因となっている。一方世帯数分布が増え
る割に，実収入が減少している。付図 ～
を比較すれば分かるように，世帯数分布が大
きい割に無職世帯の寄与度は小さいため，高
齢化の進行による家計貯蓄率の低下は緩やか
であることが示唆される。
　付図 において単身世帯は世帯数分布が比
較的大きいにもかかわらず，その動向が，家
計貯蓄率の動向にとってほとんど重要でない
という事実が明らかとなった。単身世帯の約
半分は無職世帯であり，高齢化の影響が若干
出ているが，実際にはほとんど無視できる影
響しか観察されていない。

2－3　高齢化と可処分所得の低下の影響
　ここで， 年と 年の本稿データを
利用して付図 を作成し， 年から家計貯
蓄率が急激に低下している原因について世帯
属性別に比較してみた。
　家計貯蓄率の低下原因は多岐にわたるもの
の，幾つかの重要な要因にまとめることがで
きる。第一に勤労者世帯などを中心とした実
収入の減少である。失業率の上昇などによっ
て勤労者世帯数が減少し，それらが家計貯蓄
率に最も大きな悪影響を与えている。世帯収
入の減少に応じて所得税などの負担は比例的
に減少するほか，所得税特別減税の実施も
あって税負担は減少した。また家計は消費支
出を削減して貯蓄の減少を抑えたが，結果と
して家計貯蓄率の低下を食い止められなかっ
た。その理由の一つは，我が国の世帯数が増
加する一方， 世帯あたりの人数が減少して
いる影響を挙げることができる。『国勢調査』
において 年には 世帯あたりの人数は
人であったが， 年には 人まで

減少している。世帯人員が減少することは
人あたりの消費効率を低下させ， 人あたり
の消費支出をより大きくする傾向がある。
　家計貯蓄率に低下に際して世帯収入の落ち
込みが深刻な影響を及ぼしていただけでなく，

消費支出を切り詰めることが難しかったこと
が家計貯蓄率を大きく低下させたと考えられ
る。
　第二の要因は高齢化の進行である。付図
において無職世帯の寄与度が家計貯蓄率の低
下を緩やかに低下させる傾向があることが示
唆される。特に 年以降全体の動向に占
める無職世帯の寄与度は増しており，
年度から実施された特別支給の老齢厚生年金
に関して支給開始年齢の引き上げの影響や

年度に実施された介護保険制度の影響
がこの寄与度に含まれている。ここで（ ）
式 行目に基づいて，（世帯数分布変動の寄
与度を除いた）無職世帯における収支変動の
寄与度 ）と無職世帯の世帯数分布変動の寄与
度 ）を比較してみた。後者はいわゆる高齢化
による近似家計貯蓄の減少であり，前者は高
齢化の影響を除いた無職世帯の寄与度である。
便宜上この前者と後者を①高齢化以外の影響
と②高齢化の影響と呼ぶことにしよう。実際
に近似家計貯蓄への寄与度を計算すると①と
②はそれぞれ－ ，－ となった。つまり，
無職世帯の寄与度の半分以上は年金支給開始
年齢の引き上げなどの経済環境の悪化から生
じており，高齢化の影響は小さいことがわ
かった。この結果①と②による家計貯蓄率の
低下幅（ 年～ 年）は，それぞれ ％，
％と考えられる ）。②高齢化の影響は

年からわずか年平均 ％しか家計貯蓄率を
低下させていないことを意味している。さら
に 人以上の無職世帯と単身無職世帯を統合
した総無職世帯における世帯数分布の近似家
計貯蓄に対する寄与度を試算すると，家計貯
蓄率の低下幅（ 年～ 年）は ％で
あり，年平均 ％にすぎないことが分かった。
したがって，いずれにしても高齢化の家計貯
蓄率に対する影響が短期的にあまり大きくな
いことは確かである。
　無職世帯に対し，勤労者世帯と勤労者以外
の世帯（無職世帯を含まない）の 年から
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年までの（近似家計貯蓄に対する）寄
与度は－ にも達しており，家計貯蓄率低
下の最大原因はラチェット効果である。
年から 年までの近似家計貯蓄全体の減
少率は ％にも達するが，勤労者世帯と勤
労者以外の世帯（無職世帯を含まない）の寄
与率は全体の 分の 以上を占めていると考
えられる。この原因による家計貯蓄率の低下
幅は約 ％と考えられる。

終わりに
　ここまで高齢化の家計貯蓄率に対する影響
を中心に，家計貯蓄率の低下原因に関して考
察してきた。本稿が選択した手法は，『家計
調査』から 家計貯蓄に対する近似的な
推計を行い，さらにその伸び率を要因分解す
ることで家計貯蓄率の低下原因を近似的に分
析するものである。その際高齢化の家計貯蓄
率に対する影響を考察するために，無職世帯
の多くが退職後の高齢無職世帯であることを
利用している。この家計調査近似推計法に基
づく家計貯蓄率に対する分析は，初めて用い
られたものであるから一部に試行錯誤を含ん
でいる。
　家計調査近似推計法を用いて近似推計値を
要因分解した結果，家計貯蓄率は世帯収入の
減少によって大きく低下し，年金支給開始年
齢の引き上げにも若干の影響を受けている一
方で，高齢化の影響は大きくないことが判明
した。したがって，近年続いてきた世帯収入
が持ち直すならば，家計貯蓄率は高齢化の影
響を相殺して再び上昇する可能性が高いとい
える。
　こうした本稿の成果を 分布統計法か
ら検証することは，今後の課題となる。また
本稿の推計上 年から枠組みが整っていた
にもかかわらず，基準改定値の更新が 年
以降であったため， 年以前の家計貯蓄率
の動向を扱うのに限界があった。今後遡及改
定値による長期時系列データの公表を待って，

対応を検討したい。
　また基礎統計及び加工統計上の様々な問題
は，分析にも強く影響しており，本稿の分析
手法にも様々な限界がある ）。
　家計調査近似推計法は高齢化の家計貯蓄率
に対する影響を近似的に測定することを可能
とするが，家計貯蓄率に影響するすべての要
因を考察できるほどのパフォーマンスは有し
ていない。また家計貯蓄率の ％程度は誤差
で動くこともありうるが，さらにその 分
の 程度の試算を議論することは誤差との区
別がほとんどつかない領域である。
　 世紀は人口の減少及び少子高齢化が進
行する状況を考察し，我が国の将来に対して
その動向を見通そうとする研究が多く出現す
ると期待される。これからはそれぞれの研究
が別々の基礎統計ベースで議論されるのでは
なく，一国全体から ベースで問題を把
握し，問題を解決に導くことがより一層重要
な課題となる。本稿を通じて，その役割の一
助になるよう努力したい。
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注

）本稿において家計貯蓄率とは，『国民経済計算』制度部門別所得支出勘定・家計部門において現
物社会移転を調整しない段階の貯蓄率（純）を指している。
）浜田（ ）が推計した分布統計は，家計部門の世帯属性別勘定を構成することに成功している
ものの，試算段階に留まっている。
）本稿で高齢化の家計貯蓄率に対する影響の定義は人口動態要因に限定しており，社会保障制度改
革などの影響は含めていない。本稿における高齢化の影響を櫻本（ ）・同（ ）の用語では「狭
義の高齢化」と定義している。高齢化の影響とは，いわゆるライフサイクル仮説に基づく家計貯蓄
率の低下幅のことを指している。
）帰属家賃と営業余剰に関して，本来は何らかな調整が必要であるが，本稿では旧係数をそのまま
用いている。基準改定が及ぼした家計貯蓄率に対する影響に関して，内閣府経済社会総合研究所
（ ）及び土肥原・増渕・丸山・長谷川（ ）が明らかにしている。
）ホリオカ（ ） ページでは，「日本の家計貯蓄率は人口の高齢化に伴って急落し，団塊の世
代が定年を迎える － 年頃にはゼロまたはマイナスにまで低下してしまう」と指摘されている。
）櫖（ ） ページ。
）ただ，高齢化の影響の程度に関して，筆者と櫖（ ）との考えには大きく隔たりがある。
）石川・矢嶋（ ） ページ。
） 分布統計は， 時代に国連によるガイドラインが示されて注目された。しかし，現在
は に移行しているため，そのガイドラインに忠実に従っているわけではない。我が国でも『全
国消費実態調査』の個票を利用して 年， 年， 年に関して試算されている。

（ ），浜田・佐藤（ ），浜田（ ）を参照した。
）こうした方法以外に，最小二乗法などを利用することも検討に値する。ただ通常の最小二乗法に
よる回帰分析では，高齢化による人口動態的影響と社会保障制度改革の影響の両方が係数にかかる
ため，正確な推計値を得ることは困難である。
） 可処分所得調整項は以下の算式に基づいている。

可処分所得調整項＝営業余剰･混合所得（純）・営業余剰（持ち家）（純）【 】＋雇用者報酬・
賃金俸給のうち給与住宅差額家賃【 】＋財産所得（受取）・保険契約者に帰属する財産所得
【 】＋雇用者報酬・雇主の現実社会負担【 】＋雇用者報酬・雇主の帰属社会負担【 】
＋その他の経常移転（受取）・非生命純保険金【 】＋その他の経常移転（受取）・他に分類
されない経常移転【 】＋財産所得（支払）【 】－社会負担・現実社会負担・雇主の現実
社会負担【 】－社会負担・帰属社会負担【 】－その他の経常移転（支払）・非生命純保
険料【 】－その他の経常移転（支払）・他に分類されない経常移転【 】＋固定資産税【地
方財政統計年報】＋相続税【国税統計年報書】＋贈与税【国税統計年報書】－仕送り金【家計調査・
勤労者世帯】－受贈金【家計調査・勤労者世帯】

）櫻本（ ）・同（ ）とは学校給食費の取り扱いだけ異なる計算を行っている。学校給食費
に関しては，櫻本（ ）・同（ ）では消費概念から控除していた。これは政府支出より補完
推計することを念頭に置いた処理であったが，本稿では学校給食費を控除せずに消費として処理す
ることにした。

　　 最終消費支出調整項は以下の算式から導出する。

最終消費支出調整項＝家計最終消費支出・帰属家賃【 】＋給与住宅差額家賃【家計調査
より独自推計】＋固定資本減耗【 】－信仰･祭祀費【家計調査・総世帯】－損害保険料【家計
調査・総世帯】－寄付金【家計調査・総世帯】－贈与金【家計調査・総世帯】－仕送り金【家計
調査・総世帯】－地代【家計調査・総世帯】－給与住宅家賃【家計調査・総世帯】－設備修繕・
維持【家計調査・総世帯】＋植木・庭手入れ代【家計調査・総世帯】－授業料【家計調査・総世
帯】－諸会費【家計調査・総世帯】－住宅関係負担費【家計調査・総世帯】－他の負担費【家計
調査・総世帯】
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）家計貯蓄率の伸び率の要因分解は，貯蓄率を ，所得総額を ，所得項目 の額を ，消費額を
とするとき，次の式で表される。

⊿ ⊿ ⊿ ⊿ ⊿
⊿ ⊿

第一項を消費要因，第二項を所得要因とし，第三項は捨象して寄与度を求めることが知られている。
この式をベースに世帯属性別の寄与度を求めれば良いが，この方法は，高齢化による人口動態的影
響とそれ以外の要因をどうやって分けるかが問題となる。さらに世帯属性を一部に導入した場合に
は，計算が複雑化する問題を持っている。ここでは内閣府経済社会総合研究所（ ）の ページ
を参照した。
）本稿の分析内容において，可処分所得の伸び率が大きく結論に影響することは無いが，可処分所
得の伸び率を考慮して分析を行うことも可能である。その場合には（ ）式を変形し，各世帯の

調整項の寄与度に可処分所得の伸び率 ～ を足す処理を行えば良い。その場合に計算が複
雑化し，その解釈はより難しくなることが問題となる。
）特に言及しない限り，本稿における職業分類は二人以上の世帯の職業分類のことであり，単身世
帯に関するものではない。
）今回は世帯主職業別の要因分解であるが，同様に年齢階級など他の世帯属性でも適用可能である
ことは明らかである。
）以前は政府側の統計利用を視野に入れて，学校給食費を消費支出から控除していた。しかし今回
は学校給食費を消費支出に含めることにした。この処理は，結果にほとんど影響していない。
）家計貯蓄率と近似推計値が乖離する理由に関して，櫻本（ ）・同（ ）で包括的に扱って
いる。
）本稿で利用する世帯数分布は，二人以上の世帯と単身世帯のそれぞれで『国勢調査』を利用し，
中間年の動向は 年間の傾向的変化で加工している。さらに職業別の世帯数分布は『家計調査』を
利用している。その結果によると，勤労者世帯の総世帯には， 年に ％であったが，
年に ％まで低下し，さらに 年には ％まで急激に低下した。
）その際に，年間収入は実収入に比べて世帯属性によって ～ 倍程度にも膨らむ問題があるため，
年間収入修正率という割引率を設定して年間収入を割引く処理をしている

　その際に二つの仮定を置いている。
①個人企業との線引きの難しさから，勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）の方が勤労者世帯
の年間収入修正率よりも大きい。
②経済状態が悪かった局面で経済成長率が急に高くなった場合に年間収入修正率がする上振れする
傾向がある。その結果， 年， 年， 年は ， 年， 年， 年は 高くなっている。

詳しくは櫻本（ ）注 を参照せよ。
）勤労者世帯の年間収入修正率は以下の式で定義される。

勤労者世帯年間修正率＝勤労者世帯年間収入｛ ×（勤労者世帯実収入＋現物所得）｝

）この結果は年間収入修正率などの問題があるため，実際には若干の誤差が出ている可能性もある。
しかし，勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）の実収入の代わりに利用した年間収入も，非常
に変動が激しいため，世帯数が少ない割に勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）の存在感が目
立っている。
）勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）の平成 年時点の内訳は以下の通りとなっており，
自営業世帯が大多数を占めている。

　　商人，職人…… 軒
　　個人経営者…… 軒
　　法人経営者…… 軒
　　自由業者　…… 軒
　八代（ ） ～ ページは『国民生活基礎調査』の個票データを用いた回帰分析によって，
歳未満の有配偶女性の子供数が自営業の場合には有意に多くなっていることを指摘している。
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　構造的不況業種となっている自営業世帯の世帯数は傾向として減少し続けているが，我が国の子
育ての環境が年々悪化している事実にも注視しなければならない。
）吉川（ ） ページでは中小企業・自営業は 年代から保護がなくなったことにより，構造
的不況に悩まされるようになったことを取り上げている。同様に武藤（ ） 章補論では 年代
には酒類販売免許枠の拡大，大規模小売店舗法の規制緩和によって，小売業界の競争が激化し，価
格破壊から多くの小売店が廃業を余儀なくされたことを詳述している。
） 年の動向に関して， つの可能性が指摘できる。 つは実際に自営業世帯など構造的不況業
種が多く捕捉されていた可能性である。 つ目は年間収入という項目の捕捉精度が上がった可能性
である。年間収入は大体で答えることが，前提となった調査項目である。しかし，以前からこの曖
昧さが『家計調査』の信頼性を大きく損ねてきた。年間収入は実際よりも多い金額が回答されてき
たため， つの可能性のどちらが重要となるのか良く分からない。
）世帯数分布の寄与度を除いた無職世帯における収支変動の寄与度を と置くとき，（ ）式 行目
に基づいて以下の式で定義される。

本文では を高齢化以外の影響と定義している。
）無職世帯の世帯数分布変動の寄与度とは高齢化の影響のことであり，それを と置くとき，

とする。
）計算した式は次のとおり。

各要因による家計貯蓄率の低下幅＝
（近似家計貯蓄に対するそれぞれの寄与度 近似家計貯蓄の減少率）×家計貯蓄率の低下幅

）家計調査近似推計法では，一部の概念を需要側統計で補うことが非常に難しいという問題点があ
る。特に財産所得（受取）に関して十分に捕捉できない問題点が指摘されている。またフローのデー
タに基づいていることから，ストックや職業以外の世帯属性を考慮できないことが課題となってい
る。
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基準改定前家計貯蓄率
基準改定前近似家計貯蓄率
基準改定後家計貯蓄率
本稿近似家計貯蓄率

基準年改定値

％

付図１　基準改訂と新旧家計貯蓄率
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無職世帯世帯数分布
単身世帯世帯数分布
総世帯貯蓄の伸び率

付図２　要因分解全図
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図の該当部分は（ ）式を変更して、
導出される以下の式に基づいている。 
その右辺の項は順番に①勤労者世帯 
の貯蓄の寄与度、②勤労者以外の世 
帯（無職世帯を含まない）貯蓄の寄与 
度、③無職世帯貯蓄の寄与度、④単 
身世帯貯蓄の寄与度、⑤世帯数分布 
の変化（高齢化などに伴う構造変化） 
の寄与度となっている。

付図３　世帯主職業別世帯とその要因

付図４　勤労者世帯要因分解図
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付図５　勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）要因分解図

付図６　無職世帯要因分解図
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実収入 － － － － － － －
消費支出 － － － － － －
非消費支出 － － － － － － － － － －
要因 － － － － － － －

無職世帯世帯数分布 － － － － － － － － － － － －
無職世帯貯蓄の総世帯貯蓄に対する寄与度 － － － － － － － － － －
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付図７　単身者世帯要因分解図
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付図８　1998年～2004年までの寄与度比較
注：付図 におけるそれぞれの寄与度は以下のとおりである。
：勤労者世帯実収入， ：勤労者世帯非消費支出， ：勤労者世帯消費支出， ：勤労者世帯 調整項， ：

勤労者世帯貯蓄の総世帯貯蓄に対する寄与度， ：勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）実収入， ：勤労者以外の
世帯（無職世帯を含まない）非消費支出， ：勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）消費支出， ：勤労者以外の
世帯（無職世帯を含まない） 調整項， ：勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）貯蓄の総世帯貯蓄に対する寄与度，
：無職世帯実収入， ：無職世帯非消費支出， ：無職世帯消費支出， ：無職世帯 調整項， ：無職世帯

貯蓄の総世帯貯蓄に対する寄与度， ：単身世帯実収入， ：単身世帯非消費支出， ：単身世帯消費支出， ：単
身世帯 調整項， ：単身世帯貯蓄の総世帯貯蓄に対する寄与度， ：勤労者世帯世帯数分布変動の寄与度， ：
勤労者以外の世帯（無職世帯を含まない）世帯数分布変動の寄与度， ：無職世帯世帯数分布変動の寄与度， ：単
身世帯世帯数分布変動の寄与度
　このとき， ， ， ，
としている。
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